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 [4] 比較検証 

（2）通産省案と文化庁案⑳ 

 「レーヒ・スミス米国特許法」におけるグレースピリオド制と先使用の拡大【5】 

先使用は日本法 79 条でも認められている通り、先願より前から、特許出願に係る発明の

内容を知らないで自らそれを発明したり、特許出願に係る発明の内容を知らないでその発

明をした者から知り得た場合には、特許出願に係る発明の実施である事業をしている者ま

たはその事業の準備をしている者は、その実施または実施の準備をしている発明及び事業

の目的の範囲内で、その特許出願に係る特許権について使用できる。出願されるより先に

使用している者を保護することが目的である。企業は特許によらず企業内のノウハウ（秘

密にしていることが多い技術情報）やトレードシークレット（営業秘密の情報）によって、

事業を展開しているケースがこれに該当する。そのため、そのような秘匿している情報を

先使用している場合、特許が先に出願されていてもそれを法的侵害と看做さず、事業とし

て利用できることを保証しているのが先使用権である。 

米国はこれまで先発明主義を採用していたため、先使用権の制度がなかった。言い方を

かえれば、発明を秘密裏に行わず、公開して事業を進めることができた。ただし、新しい

特許対象、ビジネスモデルが認められるようになったことから、先願主義を採る以上はど

うしても先使用権が必然的に求められるようになった。 
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